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Ⅰ　はじめに

　学習指導要領における平成の31年間を振り返ると，平成元年改訂では21科目で構成され，商業科目も
オーソドックスな科目名となっており，「経営」「経営情報」といった科目に経営と名の付く科目があった
のが特徴であった。しかし，平成11年改訂からはいわゆる「ゆとりの教育」の時代的背景もあり，商業科
目は21科目から17科目へと縮減され，既存の複数の科目が 1 科目に整理・統合され，この改訂で初めて
経営の冠の付く科目が事実上消えたことは商業科の学習指導要領を読み解く上で，非常にエポックメイ
キングなことであったと言える。その分，台頭してきた分野がマーケティング関係であり，名称的にも
経営という名称はビジネスに置き換えられることになったと考えられる。
　その後，「ゆとりの教育」への反動もあり，平成21年改訂からは改訂前（平成11年）では17科目であっ
た商業科目が改訂後（平成21年）では20科目へと 3 科目増加されている。ここでの特徴は先述したよう
にマーケティング分野へのより専門化された科目の配置であり，それは「商品開発」「広告と販売促進」
とより実践的な起業を意識した内容へと深化していくことになる。
　それに加えて，平成21年改訂については，一研究者からすれば，決して使用しない用語の組み合わせ
が出現したことであり，経済・経営科目名の名称が「ビジネス経済」「ビジネス経済応用」という普段目
にしたことのない，曖昧な科目名として学習指導要領商業編に登場したことである。改訂前の「国際ビジ
ネス」➡「ビジネス経済応用」という名称変更では教員や生徒たちにとっては，その科目名からは何もイ
メージできないばかりか，先人がこれまで築いてきた学問的な背景からは程遠い名称変更であったと言
えるであろう。
　令和 4 年から学年進行により実施される平成30年告示の現行の学習指導要領ではそれらは「グローバ
ル経済」と「ビジネス・マネジメント」に分離・整理統合され，本来の学問的な背景とした呼称となっている。
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　本研究ではこうした平成期に実施された学習指導要領（平成元年・平成11年・平成21年改訂）の変遷
について，専門の商学・経営学分野から理論的・実証的にアプローチすることで，商業教育の方向性に
ついて明らかにしていくことにする。

Ⅱ　学習指導要領の変遷

　本章においては主に平成期における学習指導要領の改訂について，商業科に属する科目を中心に見て
いくことにする。

2 - 1 ．平成元年改訂
　平成元年に改訂された学習指導要領の商業に属する科目は表 1 のとおり21科目から構成されており，
それ以前の改訂である昭和53年改訂の19科目（商業に関するその他の科目を含む）と比較しても，日本
社会の国際化や情報化の進展により，より社会の情勢に応じた，実務に即した科目の登場が見てとれる
のである。
　この改訂で注目されることは，学問体系として分類整理が進んでいるということであり，簿記会計Ⅰ・

表 1　学習指導要領における商業科に属する科目の変遷

順序 平成元年改訂 昭和53年改訂 事由（指導要領解説＋筆者の観点）
1 流通経済 商業経済Ⅰ 名称変更，商業経済Ⅰを流通経済に分類整理
2 簿記 簿記会計Ⅰ

簿記会計Ⅱ
簿記会計Ⅰ・Ⅱを簿記と会計に分類整理

3 情報処理 情報処理
4 計算事務 計算事務
5 総合実践 総合実践
6 課題研究 新設
7 商品 商品
8 マーケティング マーケティング
9 商業デザイン 商業デザイン
10 商業経済 商業経済Ⅱ 商業経済Ⅱを商業経済に分類整理
11 経営 商業経済Ⅱを分類整理，昭和45年改訂より復活
12 商業法規 商業法規
13 英語実務 貿易英語 貿易英語に代わる商業英語科目として新設
14 国際経済 新設
15 工業簿記 工業簿記
16 会計 簿記会計Ⅰ・Ⅱを簿記と会計に分類整理，科目名新設
17 税務会計 税務会計
18 文書処理 文書事務

タイプライティング
文書事務とタイプライティングを整理統合

19 プログラミング 情報処理Ⅱ 情報処理Ⅱのプログラム部分を発展的に分離・名称変
更（昭和45年改訂プログラミングⅠ・Ⅱ科目から科目
名称復活と再定義化）

20 情報管理 情報処理Ⅱ 情報処理Ⅱのプログラム部分を発展的に分離・科目名
新設（名称変更）

21 経営情報 経営数学 経営数学部分を発展的に科目名新設（名称変更）

出所）高等学校学習指導要領商業編各改訂より筆者が加筆作成。
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Ⅱを「簿記」と「会計」に，商業経済分野に新たに「流通経済」を設け，情報化を背景に「プログラミング」「情
報管理」「経営情報」といった科目が新設されたことである。
　また，ワープロ専用機（富士通OASYS・キャノワード）が市場に導入され，NEC-9800シリーズに搭
載されたジャストシステム社のワープロソフト一太郎（ATOKによる連文節変換）は事務の効率化を加
速度的に進展させることになったということになり，ここに文書事務とタイプライティングを整理統合
したかたちで「文書処理」が新設されたということになる。
　そして，国際化の観点から英語分野においては，貿易英語から「英語実務」に代わり，貿易英語中心か
ら英会話中心にシフトされ，貿易英語に関してはビジネスレターや貿易取引の章・節として代替される
ようになったと考えられる。
　それまでの学習指導要領では商業科に属する科目で発展応用科目としては「総合実践」のみであった
が，この改訂では生徒が各々自身の問題意識に基づいて課題を設定し，それについて探究していく「課題
研究」が設置されたことは，その後の商業教育の転換を促したと言ってよいだろう。
　平成元年改訂は筆者も執筆者の一人として参画した教科書『国際経済』（一橋出版・1995年）があり，
当時の教科書としては編修方針も教科書会社の担当者の強い想いもあり，非常に斬新であった。それは
各章の各節が見開きで見やすく，図表や写真を置くことで，生徒たちの理解が進むように，編修されて
いたということになる。また，内容的にも日米貿易摩擦において，当時の映画「Back to the future Ⅱ

（バック・トゥ・ザ・フューチャー 2 ／ 1989年）」で主演のマイケル・J・フォックスが上司のフジツー・
イトウから「You’re Fired!!!」と宣告されるところを紹介したり，注においても映画の「Rising Sun（ライ
ジングサン／ 1993年）」での日本文化や習慣を揶揄するなど，その背景には日米貿易摩擦が拡大していっ
た時期とも重なっているところも指摘していることからも理解できるように，新たな意欲的な教科書と
して提案されたと考えている。
　表 2 には，国際経済教科書の各章の大項目・各章のタイトルと各節が表記されているが，学習指導要
領「第14節　国際経済」では，となっており，具体的な内容（一部省略）はつぎのとおりである 1 ）。

　第14節　国際経済
　この科目は，外国の産業経済や急速に進展する経済活動の国際化などに関する知識と理解を深め，豊
かな国際性を備えた人材を育成するために，従前の「商業経済Ⅱ」の国際経済に関する指導内容も踏まえ，
国際金融と海外投資などの内容を加えて，広く国際経済に関する内容を理解させることをねらいとして
新たに設けた科目である。
　第 1　目標
　�　経済を中心とした国際交流や外国の産業経済に関する知識を習得させ，国際理解を深めるとともに，

国際間の経済活動に適切に対応する能力と態度を育てる。
　�　国際間の経済活動は密接な相互依存の時代となり，国際的な相互理解の重要性が増す中で，我が国

の経済社会においても，人や物にとどまらず，資本，技術，情報などの国際間の経済交流が一層進展し
ている。この科目のねらいは，このような経済活動全般にわたる国際化の進展に応じて，豊かな国際
性を備えるための知識や理解を深め，国際間の経済活動に適切に対応する能力と態度を育てることに
ある。

　第 2　内容
　�　この科目の内容は，（1）において，我が国における経済を中心とした国際化の現状や問題点の概要

を理解させ，（2）と（3）で，具体的に国際間の経済活動としての貿易，国際金融，海外投資などを取り
扱い，（4）で経済活動の国際交流にかかわる問題を発展的に取り扱い，国際社会における相互理解や
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協調の重要性について理解させることをねらいとして構成した。
　（1）経済活動の国際化
　�　我が国の経済活動を取り巻く国際環境は，多くの問題を抱えており，諸外国との相互依存関係が緊

密になっている現状において，経済に関する国際化の意義を理解させるとともに，国際社会の一員と
して，協調的に行動していくことの重要性を理解させる。

　　ア　国際化の意義　イ　経済活動の国際化　ウ　国際化の進展と我が国の役割
　（2）貿易
　�　ここでは，我が国における貿易の現状について理解させるとともに，貿易に伴って生ずる諸問題に

ついて理解させる。貿易に関する文章については基本的なものを例示し，要点を理解させる。
　　ア　輸入と輸出　イ　サービス及び技術の交流　ウ　国際通貨と外国為替　エ　貿易摩擦と国際協調
　（3）国際金融と海外投資
　�　国際金融や海外活動について，金融の国際化の進展により国際経済面での重要性が高まっているこ

とや，国民経済と密接に関連しあっていることを理解させる。
　　ア　国際金融　イ　海外投資　

表 2　国際経済教科書の各章のタイトル

大項目・タイトル 節・項目
Ⅰ　経済活動の国際化

第 1 章 国際化の意義 日本の国際化／物・金の国際化／技術・情報の国際化／人の国際化
第 2 章 経済活動の国際化 戦後の経済復興と貿易の再開／貿易の自由化／資本と為替の自由 

化／企業活動の国際化
第 3 章 国際化の進展と日本の役割 世界のなかの日本文化／国際化と文化摩擦／異文化接触とコミュニ

ケーション／国際化と日本の役割
Ⅱ　貿易

第 4 章 輸出と輸入 貿易の役割／貿易政策と貿易のパターン／貿易と国民経済-輸出／貿
易と国民経済-輸入

第 5 章 サービス・技術の交流 経済のサービス化／サービスの国際交流／技術の国際交流／経済の
情報化と情報ネットワーク化社会

第 6 章 国際通貨と外国為替 国際通貨体制／国際収支／外国為替のしくみ／円高・円安と日本経済
第 7 章 貿易摩擦と国際協調 国際化と貿易摩擦／日米貿易摩擦／ヨーロッパ・アジアとの貿易摩 

擦／貿易摩擦の要因と対策
Ⅲ　国際金融と海外投資

第 8 章 国際金融 金融の国際化／国際資金の流れ／国際金融市場／国際累計債務問題
第 9 章 海外投資 国際化と海外投資／直接投資の動向と役割／直接投資の問題点と手

順／多国籍企業
Ⅳ　国際経済事情

第10章 国際交流の諸問題 現代国家と移民／外国人労働者と就労／海外進出企業と地域・環境／
海外進出企業と労働問題

第11章 国際機構の役割と課題 IMF（国際通貨基金）とIBRD（国際復興開発銀行）／ GATT（関税と
貿易に関する一般協定）／ OECD（経済協力開発機構）／ OPEC（石油
輸出国機構）

第12章 国際マーケティングと地域経済事情 国際マーケティング／北アメリカ／西ヨーロッパ／アジア／中東・ア
フリカ／中南米／ロシア連邦・東ヨーロッパなど

第13章 国際経済の動向 先進国経済の動向／発展途上国経済の動向／地域的経済統合（1）／地
域的経済統合（2）／ボーダーレスエコノミーの時代

出所）西谷英昭・川口正義・藤田佳正・伊藤渉・平山弘（1995）『国際経済』一橋出版。
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　（4）国際経済事情
　�　ここでは，国際交流にかかわる諸問題として教育，労働，技術の面からの国際化を取り上げるとと

もに，海外の産業経済事情にも触れ，さらに，国際経済社会に果たしている国際機構の役割や国際取
引に関するマーケティング活動などを理解させる。

　　ア　国際交流の諸問題　イ　国際機構の役割と課題　ウ　国際マーケティング
　第 3　指導計画の作成と内容の取扱い
　（1）この科目は，2 ～ 4 単位程度履修されることを想定して内容を構成している。
　（2）�この科目の指導に当たっては，各種統計資料などの活用のほか，ビデオ教材や新聞，経済誌などを

活用するとともに，努めて具体的な事例に基づいて指導することが望ましい。
　（3）�この科目の指導に当たっては，我が国を取り巻く国際環境や進展する国際化の情況を理解させる

とともに，国際協調の一層の重要性について配慮することが望ましい。
　（4）�この科目の指導に当たっては，「総合実践」「流通経済」「商業経済」「商業法規」「英語実務」などと

の関連を図り，国際経済の実態と動向をできるだけ現状に即してとらえることができるように配
慮する。

　（5）�この科目は，国際経済科などにおいて積極的に履修させることが考えられるが，他の学科で履修
させる場合には，指導内容を適宜精選し，学習効果が上がるよう配慮することが望ましい。

　（6）この科目を 3 単位で履修させる場合の時間配当を例示すると次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　 単位時間
　　　（1）経済活動の国際化　　　　　　20
　　　（2）貿易　　　　　　　　　　　　30
　　　（3）国際金融と海外投資　　　　　25
　　　（4）国際経済事情　　　　　　　　30

　このように平成元年改訂の学習指導要領とそれに基づく新設された「国際経済」の関係を再度おさら
いすると，つぎのとおりである。それは，昭和60年（1985）のプラザ合意によってそれまでの円安ドル高
基調から円高ドル安への為替誘導で日本は内需拡大へと走ることになり，土地価格の上昇や株価の高騰
を呼び起こし，経済的にも社会的にもバブル経済と言われる経済現象につながったのである。また対米
貿易摩擦に対する報復措置を回避するために，自動車業界を始めとした企業の海外進出・海外投資増大
に向けての大いなる転換であったことを踏まえた上での，教科書としての新しい視点からのアプローチ
であったと考えている。

2 - 2 ．平成11年改訂
　続く平成11年改訂は表 3 でも示されているとおり，1．はじめにでも指摘したように，ゆとり教育に
向けて，平成元年改訂の21科目から17科目へと 4 科目減らされるとともに，それに伴う大胆な科目統合
が行われていることになる。
　たとえば，「商業技術」は計算事務であった珠算や計算機利用による売買・金融・証券投資・営業費用
等の計算のレベルが易化され，四則演算と乗除定位法，簡単な暗算程度に落とし込まれ，また商業文書
と商業デザインというまったく計算事務とは異なる基盤の学びが「技術」という名の下に統合されてい
る。
　平成元年改訂までは各分野の位置づけや科目の順番が必ずしも十分ではなかったことや整合性に欠け
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るところもあったが，平成11年改訂で重要なことは商業科目の基礎科目として「ビジネス基礎」が新設
され，すべての商業科目の基礎となるものとして位置づけされたことに加え，分野としても「流通ビジネ
ス科目群（分野）」「国際経済科目群（分野）」「簿記会計科目群（分野）」「経営情報科目群（分野）」「総合的
科目群」としての区分けが明確にされたことである。
　従前では 1 年次に「流通経済」「簿記」「情報処理」「計算事務」の 4 科目が商業科における基礎科目とし
て考えられていたと思われるが，ビジネス基礎は商業専門科目を学ぶ前段階としての位置づけという性
格上，商業の学習のガイダンス的要素もあり，内容的にも浅いところで切り取られており，結果として
商業高校の現場 2 ）としてはその扱いに苦慮したのではないかと推測している。
　国際経済分野としては，「商業経済」「経営」「国際経済」の 3 科目が「国際ビジネス」に統合され，科目
名称も新たなものとなっている。この国際ビジネスの教科書に関しても編修に協力した者として，3 科
目のエッセンス的なものが比較的コンパクトにまとめられており，経済分野と経営分野が相互に結びつ
くよう設計されている。

2 - 3 ．平成21年改訂
　そして，平成21年改訂では，科目数において平成11年改訂時の17科目から 3 科目増え，20科目となっ
たことは，ゆとり教育の見直しとはいえ，平成元年改訂時の21科目に迫ったことは評価できるであろう

（表 4 参照）。
　しかし，従前の「商業技術」と「英語実務」が「ビジネス実務」に衣替えされ，その内実はビジネスマナー

表 3　学習指導要領における商業科に属する科目の変遷

順序 平成11年改訂 平成元年改訂 旧順序 事由（指導要領解説＋筆者の観点）
1 ビジネス基礎 新設・基礎的科目の位置づけ
2 課題研究 課題研究   6 総合的科目の位置づけ
3 総合実践 総合実践   5 総合的科目の位置づけ
4 商品と流通 流通経済

商品
  1
  7

流通経済の流通部分と商品を統合・科目名新設

5 商業技術 計算事務
商業デザイン

  4
  9

計算事務と商業デザインを統合・科目名新設

6 マーケティング マーケティング   8
7 英語実務 英語実務 13
8 経済活動と法 商業法規 12 商業法規を企業の経済活動も含め発展的に科目名称変更
9 国際ビジネス 商業経済

経営
国際経済

10
11
14

企業経営・日本経済・国際経済のエッセンスを各章に統合・科目
名称新設。

10 簿記 簿記   2
11 会計 会計 16
12 原価計算 工業簿記 15 原価計算の充実を図り科目名称変更。
13 会計実務 税務会計 17 記帳技術や申告能力から実務対応・合理的活用能力の育成へ。発展

的に科目名称変更
14 情報処理 情報処理   3
15 ビジネス情報 情報管理

経営情報
20
21

情報管理と経営情報を整理・統合し，ソフトウェアとビジネス情報
を活用するために発展的に科目名新設

16 文書デザイン 文書処理 18 マルチメディア化に対応，発展的に科目名称新設（名称変更）
17 プログラミング プログラミング 19

出所）高等学校学習指導要領商業編各改訂より筆者が加筆作成。
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と珠算，英会話となり，これまで商業科の幅広さを物語ってきた「商業美術」「商業デザイン」という科目
で培われた教育内容が事実上廃止されるとともに，一方で商業科の学びの一つでもあった日本経済を支
える貿易英語に関わる内容や「英語実務」といった科目が「ビジネス実務」という一科目の章に格下げさ
れたことは，今後の商業教育を考える上でさらに高みを目指す商業科生徒の進むべき道を自らの手で狭
めたといっても過言ではないであろう。
　この改訂においては，「ビジネス」と冠の付く科目数が従前の 3 科目から 6 科目へと増加しており，
特に「ビジネス」をつけなければならない方向性が見てとれ，1．はじめにでも指摘したように，新設科
目として「ビジネス経済」が誕生したが，その内容はミクロ経済理論やマクロ経済理論がその中心であ
り，あえてこの科目名称にする必要があったのか。またビジネスとして触れている項目では（1）ビジネ
スと経済があるが，その内訳は，ア 市場とビジネスの成立　イ 市場経済と計画経済であり，続く（2） 
需要と供給（3）価格決定と市場の役割（4）経済成長と景気循環（5）経済政策とあり，その内容の範囲や
程度に書かれてある説明を見ても，一切「ビジネス」という表現は見当たらないことになっている。加え

表 4　学習指導要領における商業科に属する科目の変遷

順序 平成21年改訂 平成11年改訂 事由（指導要領解説＋筆者の観点）
1 ビジネス基礎 ビジネス基礎
2 課題研究 課題研究
3 総合実践 総合実践
4 ビジネス実務 商業技術

英語実務
商業技術の珠算・暗算と商業文書，英語実務を整理・統合し，発展的に新設
科目。一方で商業美術の流れをくむ商業デザイン分野を廃止し，商品開発に
一部移行。

5 マーケティング マーケティング 顧客満足の実現という章項目を，広告と販売促進に移行。
6 商品開発 新設。商業技術の商業デザイン分野を章項目として商品開発とデザインと

して再構成。
7 広告と販売促進 マーケティング

商品と流通
マーケティングと，商品と流通を分類・整理し，特にプロモーション分野に
特化し，科目名称を新規開設。

8 ビジネス経済 新設。マクロ経済・ミクロ経済理論の基本的な内容を取り込む。科目名称と
しては経済学Ⅰの方が適切。

9 ビジネス経済応用 国際ビジネス サービス経済化を念頭に国際ビジネスを分類・整理し再構成。商品と流通
の章項目ビジネスの創造を移行。科目名称としては違和感あり。

10 経済活動と法 経済活動と法
11 簿記 簿記　
12 財務会計Ⅰ 会計 名称変更

13 財務会計Ⅱ 会計実務 名称変更
14 原価計算 原価計算
15 管理会計 新設。企業業績の管理と意思決定のための会計情報を企業経営に活用する

ことを想定。
16 情報処理 情報処理

17 ビジネス情報 ビジネス情報
18 電子商取引 文書デザイン 文書デザインを再構成。科目名称としては新設。コンテンツやwebデザイ

ンの制作に注力し，電子商取引と決済のしくみなどを組み込んでいる。
19 プログラミング プログラミング
20 ビジネス情報管理 新設。科目的にはビジネス情報をより発展的にしたものであり，情報システ

ムの開発や共有の意義，業務の合理化を意識している。

出所）高等学校学習指導要領商業編各改訂より筆者が加筆作成。
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て言うならば，イ 市場計画と計画経済では計画経済という歴史的にも現実的にも破綻した理論・政策を，
市場経済を理解させるために学習指導要領から作成される教科書の項目の中に入れる必要があるのであ
ろうか。
　従前では「国際ビジネス」として「国際経済」の流れを組み，実際に教科書として実教出版から発行さ
れた『国際ビジネス』は京都大学伊東光晴名誉教授，赤岡功教授を始めとして，執筆陣が充実していたと
認識している。
　しかし，平成21年改訂においては，科目名が「国際ビジネス」から「ビジネス経済応用」という指導す
る教員や授業を受ける生徒もその名称からは内容が想像できない，違和感を覚えるものとなっている。
　事実筆者がBingで検索したところ，大学の授業科目としては「ビジネス経済」「ビジネス経済応用」と
いった科目を設置している大学はなく，「ビジネス経済応用」は「ビジネス経済」の応用というかたちで
の科目設定となったかもしれないが，ビジネスが本来的には経営学やマーケティング，組織論，経済理
論などを含んだものであることから考えれば，ビジネス自体が応用そのものであるとの認識は必要であ
ろうと考える。

Ⅲ　学習指導要領の変遷からみえてくるもの

　前節では平成期に実施された平成元年・11年・21年の 3 度の改訂における特長を概観したが，本章で
はキーワードとしての「商業」の冠を持つ科目と「ビジネス」に焦点をあてることで浮かび上がってみえ
てくるものについて考察する。
　昭和53年改訂においては，商業に関わる19科目のうち，「商業」の冠のつく科目は「商業経済Ⅰ」「商業
デザイン」「商業経済Ⅱ」「商業法規」の 4 科目であったが，本研究の対象となる平成元年改訂では「商業
経済Ⅰ」は「流通経済」へ，「商業経済Ⅱ」は「商業経済」と「経営」に分類整理され，他の 2 科目「商業デザ
イン」「商業法規」はその名称が存続し，結果として一科目減の 3 科目となった。
　続く，平成11年改訂では，商業に関わる科目は前回の21科目から17科目へと 4 科目分を減らされ，商
業の冠のつく科目は「計算事務」と「商業デザイン」が統合された「商業技術」の一科目だけとなった。　
　そして，平成21年版をみると，前回の11年版の17科目から20科目へと 3 科目増加したが，商業科で
ありながら，ここで商業の冠をいだく科目は消滅するに至った。
　一方で，もう一つのキーワードである「ビジネス」についてみていくことにする。
　平成元年改訂とその前回の昭和53年改訂ともに，ビジネスと名のつく科目は皆無であった。
　その後の平成11年改訂では新たに「ビジネス基礎」という科目が商業の学びにおける基礎的科目の位
置づけとして登場し，同様に「商業経済」「経営」「国際経済」の 3 科目が「国際ビジネス」にそれらのエッ
センスが章レベルに統合され，また，「情報管理」と「経営情報」が「ビジネス情報」に整理・統合された
ことで，一気にビジネスの冠のつく科目が 3 科目となった。
　そして，平成21年改訂になると，商業に関わる科目数は前回の17科目から20科目へと 3 科目増加し，
ビジネスの冠のつく科目も先の「ビジネス基礎」「ビジネス情報」に加えて，「ビジネス経済」と「ビジネス
情報管理」が新設され，前回の技術的色彩が強い「商業技術」は「英語実務」とともに発展的に「ビジネス
実務」となり，同じく「国際ビジネス」の内容を分類・整理することで，名称として「ビジネス経済応用」
が採用されたことで，6 科目となった。
　事実，筆者が学習指導要領解説（平成22年 5 月）を丹念に「ビジネス」のつく用語・科目名を調べると，
第 1 章で98回，第 2 章では245回，第 3 章では 8 回で合計351回も登場している（表 5 参照）。これ以前
の学習指導要領解説（平成元年12月）では「ビジネス」の関係する用語は，p.9ビジネスに関する会話（貿
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易英語），p.55ビジネスゲーム（総合実践），p.109「英語実務」の節にあるビジネスに関連，ビジネスの会
話，ビジネスに関する電話，p.110ビジネスの文書，ビジネスレター，p.113時間配当（2）ビジネスの会話，

（3）ビジネスの文書，といった具合にほぼ「英語実務」中心に限定され，9 回使用されている。同様に学
習指導要領解説（平成12年 3 月）では用語と科目をあわせて246回となっている。
　こうした背景には平成10年 7 月に教育課程審議会が答申した内容「ゆとりの中で特色ある教育を展開
し，生きる力を育成するねらい 3 ）」がベースとなり，教育課程の基準が改訂される流れにつながったの
である。
　より詳細については，以下の記述を引用する。
　「商業　我が国においては，経済の国際化，情報化，サービス化の急速な発展に伴い，市場の国際化，
サービス産業の拡大等の変化が生じている。また，国際的な会計基準への移行，流通システムの合理化，
新たなビジネスの創造などグローバル経済への対応が求められている。このような状況を踏まえると，
経済社会の変化に柔軟に対応できる人材の育成を図る観点から，実践的な語学力，情報・会計リテラシー
など，ビジネスの基礎・基本についての内容を充実するとともに，情報化の進展への対応に留意して，
購買・販売。財務等の経営情報の処理と活用に関する内容の改善を図る 4 ）」
　「教科の目標については，経済の国際化やサービス化の進展に対応する観点から，ビジネス教育の観点
を明確にする。科目の新設や整理統合等を行い，現行の21科目を次の17科目とする。ビジネス基礎，課
題研究，総合実践，商品と流通，商業技術，マーケティング，英語実務，経済活動と法，国際ビジネス，簿
記，会計，原価計算，会計実務，情報処理，ビジネス情報，文書デザイン，プログラミング 5 ）」
　経済のグローバル化に伴い，新たなサービスが台頭する状況においては，これまでの商業という大き
な枠組みから，ビジネスという特定の商取引をイメージした方向性にシフトチェンジしたということに
なろう。
　研究社英和辞典によると，「Commerce」は「ラテン語『商品を共に（交換すること）』の意から」が語源
となっており，その意味は「①商業，通商，貿易（trade），②（世間的な）交際，交渉」となっている 6 ）。
　一方，「business」はここでの語源は「busyから」と示され，「①職業，家業（特に利益を目的とするもの
にいう），the Grocery business食料雑貨販売業，②事務，業務，仕事，執務，営業，a man of business（事

（実）務家，実業家），③商業，実業，事業，企業，go into business実業界に入る，big business（大企業，
財閥 7 ）），④商売，取り引き，売買，商況，be connected in business with…と商売上の取り引きがある，
do business商売をする，⑤店，会社，商社（など），のれん，close a business閉店する，⑥用務，用事，用
件，What is your business here?ここへは何の用で見えたのですか，⑦（やるべき）仕事，職務，務め，本
分（duty），（「しばしば否定文で」） 権利，筋合い，That’s not（none of） your business.それはお前の知っ
たことでない，⑧事柄，事件，成り行き，（漠然と）もの，やっかいなこと，⑨（演劇 せりふに対し）しぐさ，
所作（action）8 ） と多岐にわたっている。
　しかしながら，「business」の本質は先述したように，特に利益獲得を目的とした個々の取引の色彩が
強く，一部「商業，実業，事業」との訳もなされてるが，その例文でも実業界に入る，大企業，財閥となっ
ているように，特定の事業や企業を意味していることになる。本来の商業科で使用する「Commerce」の
意味である，すなわち大きな枠組みである，①商業，通商，貿易といった概念からはかけ離れており，こ
れまで商業高校が培ってきた時間的余裕のある学校現場の様子から見て取れるKnow why? 的発想では
なく，How to 的な目先の効用・効果を高等学校商業科教科書に取り入れることで，いわばジョージ・リッ
ツア（1999）が述べた『マクドナルド化する社会』で指摘されている「効率性」「計算可能性」「予測可能性」

「制御」9 ）的な考え方が関係しているのであろうか。
　矢作（1996）は「流通活動の担い手は生産者，卸売業者，小売業者，産業用使用者（レストラン・チェー
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ンや加工業者），消費者等で構成される」としており，その中から「消費者を除いた流通経路は営利流通
経路とよばれ，そのうち卸・小売業者が狭義の商業」とみなしている 10）。また，「金融，輸送，情報処理な
どの関連補助商業者もまた，必要欠くべからざる流通活動の担い手である 11）」としていることから，こ
れらは広義の商業ということになろう。
　商業の定義は森本によれば，「商品の売買に関する経済活動の総称。商業の意義と実態は，経済の発展
につれてかなり変化してきているが，商業には基本的に広狭二義がある。広義の商業は，生産者から消
費者への財貨の社会的流通に関する諸活動，生産および消費に関する情報を提供してそれらを指導する
活動，価格を形成しあるいは調整する活動，流通活動を効率化するための促進的補助活動などをすべて
包含し，生産・流通・消費にまたがる流通経済現象を経済循環の視点からとらえた全領域をもって商業
とする。これに対して狭義の商業は，商品流通のなかの財貨売買のみをもって商業とし，かつ個々の主
体（商人）の営利目的追求として営まれる個別経済現象の視点から，それを取り上げる。日常用語として
の商業は狭義に用いられることが多いが，商業学，経済学，マーケティング論などの学問上では，むしろ
広義の商業が一般的である 12）」となっている。　
　学習指導要領解説商業編においてはその改訂の要点として，「我が国の経済の発展や，生徒の卒業後の
進路の多様化などに対応する観点から，平成元年 3 月の学習指導要領の解説（平成元年 3 月15日高等学
校学習指導要領の改訂）では，教科の目標の中にある『商業の諸活動を合理的，実践的に行う』を『経営
活動を主体的，合理的に行い』13）」に改めており，そこには合理的な活動が強調されていた。平成12年 3
月の学習指導要領解説（平成11年 3 月29日高等学校学習指導要領の改訂）になると，「経営活動を主体的，
合理的に行い」を「ビジネスの諸活動を主体的，合理的に行い」によりビジネスを前面に打ち出している。
その後の平成22年 5 月発行の学習指導要領解説（平成21年 3 月 9 日高等学校学習指導要領の改訂）では，

「ビジネスの諸活動を主体的，合理的に行い」を「ビジネスの諸活動を主体的，合理的に，かつ倫理観を
持って行い 14）」というように，新たに「倫理観」を強調することで，経済社会を意識した方向性へと向か
うことになった。
　これまで見てきたように，中央教育審議会の答申やそれに伴う学習指導要領の改訂によって，特に「ビ
ジネス」が「商業」に変わり，頻繁にそのビジネスという用語が登場するに至った平成21年 3 月 9 日の高
等学校学習指導要領は平成15年度から学年進行のかたちで実施され，それは平成21年 3 月 9 日に改訂
された高等学校学習指導要領にも引き継がれることになった。
　以上，学習指導要領の変遷からみえてくるものについて，さまざまな観点から着目してきた。
　この章の最後に，再度「商業の本質」を確認することで，ビジネスとの立ち位置の違いについて明らか
にしたい。
　それは白石（2014）15）も指摘するように，モンテスキュー（1748）はその著書『法の精神』の中で，商業
の精神について次のように描写していることになる 16）。
　「�商業は破壊的な偏見を癒す。そして，習俗が穏やかなところではどこでも，商業が存在しているとい

うのがほとんど一般的な原則である。また商業が存在するところはどこでも穏やかな習俗が存在す
るというのもそうである」

　「�商業の自然の効果は平和へと向かわせることである。一緒に商売をする二国民はたがいに相依り相
助けるようになる。一方が買うことに利益をもてば，他方は売ることに利益をもつ。そして，すべて
の結合は相互の必要に基づいている」

　「�商業の精神は人間の中に厳密な正義についてのある感情を生み出す。この感情は一方で略奪と対立
し，他方であの道徳的徳，すなわち人に自分の利益を必ずしも執拗に主張しないようにさせ，他人の
利益をはかって自分の利益を顧慮しないようにさせるあの徳と対立する」
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Ⅳ　結論

　本研究課題である「平成期実施の高等学校商業科学習指導要領の変遷についての一考察」に関わる研
究はまだ緒についたばかりである。
　まだまだそのフレームワークや議論の進め方については不十分なところがあるかもしれない。しか
し，前職で高等学校商業科教諭として，現在は専門の「マーケティング」，とりわけ「ブランド価値の研究」
の傍ら，次代の商業教育を担う「商業科教育法」を担当させていただいている身からすれば，現代社会を
生きる上での即戦力を企図したいわゆる「ビジネス」の持つ本質を徹底的に磨く教育体系や教育課程，学
習指導要領に基づく教科書の内容など，非常にすばらしい内容であるとは思われるものの，主体的活動
と言いながら，例えば，「～を理解させる」「～を習得させる」といったどちらかというと理解に重点を置
いた制度設計であり，「～を考えさせる」「～について意見を述べる」といった本来の主体的活動は，総合
的科目である「課題研究」にもある，「課題を発見させる」「課題を設定する」「～を研究させる」という思
考方法は，あらゆる科目にも必要なものであり，思考力育成の観点からのアプローチ手法も自ずと必要
となってくるであろう。
　平成11年 3 月29日に改訂され，平成21年 3 月 9 日の改訂にも引き継がれた学習指導要領における「ビ
ジネスの諸活動」の推進及びビジネスの名称を持つ科目の増加・強化により，結果として公立商業高等
学校を設置する都道府県市教育委員会や私立商業高等学校を運営する学校法人においても，全国的に「商
業」の冠が付く学校名を外し，一般化した普通科同様のコモディティ化した名称変更に至る高等学校が
増加し，その流れがメインストリーム化していることになって久しいといえる。
　前章のⅢ学習指導要領の変遷からみえてくるものにおいても，指摘したが，商業の英語表記は，

「commerce」であり，その意は「商業」「通商」「貿易」となっている。それに対して，現在の学習指導要領
において科目名称ともなっている「business」は「商売」「取引」「商業」「実業」「会社（小さな会社，店を指
す）」17）の訳がなされている。
　本研究課題で問題意識としている商業教育における「商業」と「ビジネス」の本質について，商業は狭
義においては卸売業者と小売業者からなっており，広義では生産者から卸売業者・小売業者を経て消費
者に至る社会的活動に加え，それら流通活動を補助する金融・運輸・保険なども含まれることになり，
ビジネスは特定の商取引や特定業界，特定企業の事業ということになるが，より深い意味での「商業」は
先のモンテスキューも指摘しているように，「商業は破壊的な偏見を癒すことや商業の自然の効果は平
和へと向かわせる 18）」ということも，今後商業高校や商業科目設置校で学ぶ生徒にもこうした先人の想
いや発想についても触れる必要があると考える。
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